
福 島 復 興 再 生 特 別 措 置 法

産 業 復 興 ・ 中 小 企 業 等 支 援 税 制 に つ い て

平 成 ３ ０ 年 ３ 月

福 島 県



対象

地域

対象
事業者

事業
実施時期

必要な
手続き

課税の
特例

県 内 そ の 他 の 市 町 村

【対象地域】
 避難解除区域（旧緊急時避難準備区域を含む）
 避難指示解除準備区域
 居住制限区域
 認定特定復興再生拠点区域

避 難 地 域 １ ２ 市 町 村

※対象となる地域は、

①事業実施場所の避難指示解除時期

②利用する特例の種類

③特例利用者

によって異なります。

（注）事業実施場所の避難指示が継続して

いる場合は、無期限で対象となります。

福島特措法 福島特措法・復興特区法

☆H33.3.31まで【対象地域】

〈農林水産業〉
 農業振興地域のうち、山林、風致地域、

公園、墓地、緑地 を除いた地域等

 漁港周辺等

左記以外の

法人・個人事業者
法人・個人事業者

（ただし、業種の制限あり）

新設法人
（ただし、業種の制限あり）

「避難指示の対象となった区域」に
Ｈ２３．３．１１時点で事業所が所在していた

法人・個人事業者
（福島再開投資等準備金の活用には、主たる事業所が所在していたことが要件）

数年の準備期間の後
事業再開したい

既に事業再開済み
または早期再開予定

既に事業開始済み
または早期開始予定

既に事業開始済み
または早期開始予定

数年の事業実施の後
再度投資したい

計画の認定
所在の確認または

計画の認定
計画の認定

事業者（計画）の指定

実績報告の認定※毎年度

事業者（計画）の指定

実績報告の認定※毎年度「避難解除等区域復興再生推進事業実施計画」 「避難解除等区域復興再生推進事業実施計画」

再投資等準備金国税（所得税・法人税）・地方税の主な優遇措置福島再開投資等準備金

【国 税】
① 被災者等を雇用した場合（５年間）

・・・給与等支給額の税額控除

② 設備投資を実施した場合
・・・ 特別償却または取得価格の税額控除 など

【地方税】 （注）別途申請が必要

 設備投資を実施した場合
・・・事業税、不動産取得税、固定資産税の課税免除または不均一課税措置 ［法人税］

◎Ｈ２７年度新設

［所得税・法人税］

雇用・投資投資準備 雇用・投資 雇用・投資 投資準備

※ 税額控除の割合は、利用する

特例の種類によっても異なります。

 最大５年間、積立可能
（課税の繰り延べ）

 準備金を取り崩して投
資した場合、即時償却
が可能

〈製造業〉
 復興産業集積区域・・・工業団地等

（例）郡山西部第二工業団地

〈観光関連産業〉
 観光関連産業集積区域・・・温泉地等

（例）土湯温泉

 最大３年間、積立可能
（課税の繰り延べ）

 準備金を取り崩して投
資した場合、右欄「国税
②」の特例が活用可能

 積立終了から２年経過
後は、益金算入を開始
（３年均等）

◎ 除染・インフラ復旧が、
前提条件

１．福 島 県 内 に お け る 課 税 の 特 例 の 全 体 像

… 双葉町、大熊町、浪江町、富岡町においては、認定特定
復興再生拠点区域を策定済み

１



雇

用

投

資

投
資
準
備

県内その他の市町村で事業を実施する場合避 難 地 域 １ ２ 市 町 村 で 事 業 を 実 施 す る 場 合

 確認または認定を受けた個人事業者または法人は、

避難対象雇用者等※１ に対する給与等支給額の２０％を

税額控除 （確認・認定を受けた日から５年間）

避難対象雇用者等を雇用

※１ 避難対象雇用者等とは、平成２３年３月１１日に

●避難対象区域内の事業所に雇用されていた方

●避難対象区域内に居住していた方 のいずれか

当
初
の
税
額

税額控除

納 税 額

 指定を受けた個人事業者または法人は、

被災雇用者等※２ に対する給与等支給額の１０％を

税額控除 （指定を受けた日から５年間）

被災雇用者等を雇用

当
初
の
税
額

税額控除

納 税 額
※２ 被災雇用者等とは、平成２３年３月１１日に

●特定被災区域内の事業所に雇用されていた方

●特定被災区域内に居住していた方 のいずれか

（注）特定被災区域：東日本大震災に際して災害救助法が適用された区域（福島県全域が対象）

 確認または認定を受けた個人事業者または法人が、

機械・装置、建物等を取得した際の特別償却または税額控除

特 別 償 却

機械・装置 即時償却

２５％
建物・附属施設

構築物

税 額 控 除

機械・装置 １５％

８％
建物・附属施設

構築物等

選択
適用

２．各 課 税 の 特 例 措 置 の 概 要

 指定を受けた個人事業者または法人が、機械・装置、

建物等を取得した際の特別償却または税額控除

特 別 償 却

機械・装置 即時償却

２５％

税 額 控 除

機械・装置 １５％

８％
建物・附属施設

構築物
建物・附属施設

構築物等
 上記の場合：申請により事業税、不動産取得税、固定資産税の課税免除または不均一課税措置も可能

 その他、開発研究用資産を取得した際は、即時償却および即時償却したうちの１２％を税額控除

（注） ただし、計画に記載した投資に対してのみ課税の特例が適用可能

選択
適用

 上記の場合：申請により、事業税、不動産取得税、固定資産税の課税免除または不均一課税措置も可能

（注） ただし、認定の場合は、計画に記載した投資に対してのみ課税の特例が適用可能

 認定を受けた個人事業者または法人が、事業再開のための

準備金を積み立てた際、積立額を損金に算入 （最大３年間）

 再開投資した際には、特別償却が可能

☆ 建物等の新設・増設・更新・修繕のための積立が可能（毎年度、投資予定額の1/2が積立限度）

☆ Ｈ２３．３．１１当時、旧緊急時避難準備区域に所在していた事業所は、この準備金の対象とならない

計
画
認
定

準 備 期 間 の 課 税 を 繰 り 延 べ 事
業
再
開

投

資

【 福島再開投資等準備金 】

（機械・装置１００％、建物等２５％）

１年目 ２年目 ３年目

積 立
取り崩し

【 再投資等準備金 】

 指定を受けた新設法人が、再度投資するための準備金を

積み立てた際、積立額を損金に算入 （最大５年間）

 再度投資した際には、即時償却が可能

☆ 建物等の新設・増設・更新のための積立が可能（毎年度、所得額が積立限度）

新

設

指

定

再
投
資

避難対象雇用者等
に対する給与等

×２０％
（上限：税額の２０％）

国
税

地
方
税

国
税

国
税

準 備 期 間 の 課 税 を 繰 り 延 べ

被災雇用者等
に対する給与等

×１０％
（上限：税額の２０%）

２
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 課税の特例を活用することができる期間は、事業実施場所の解除時期により異なる。
 原則、「雇用」及び「準備金」は解除日から３年、「設備投資」は解除日から５年以内の手続き※が必要。

事 業 実 施 場 所

居住制限区域 避難指示解除準備区域 解 除 区 域

３．避難地域１２市町村において課税の特例を活用することができる期間

制 度 概 要 ※ 避難指示解除前も申請可能

認

定

投

資

雇

用

投

資

投
資
準
備

対象者 期 間

① 確認は、事業実施場所の

避難指示解除日から３年以内に

もらうこと

② 適用期間は、確認を受けた日

から５年間

避難指示解除 ３年 ５年

H23.3.11
避難対象事業者

「避難指示の対象と
なった区域」に、

Ｈ２３．３．１１時点で
事業所が所在して

いた法人・個人事業者
（Ｃ「投資準備」制度の活用には、

主たる事業所が所在していたことが要件）

H23.3.11
避難対象事業者
以外の法人・個人
事業者
（ただし、確認を受けていない
法人・個人事業者を含む）

確

認

雇

用

①

②

確 認

↓

最 大 ３ 年 間

① ＋ ②

確 認
投 資

① 申請は、事業実施場所の

避難指示解除日から３年以内に

行うこと

② 認定を受けた日以降、

最大３年間の積立が可能

※ただし、積立期間の末日は、

避難指示解除日から５年以内

申 請
①

↓
②

５ 年 間雇 用

① 認定は、事業実施場所の

避難指示解除日＊から３年以内に

もらうこと

② 適用期間は、認定を受けた日

から５年間

① 認定は、事業実施場所の

避難指示解除日＊から５年以内に

もらうこと

② 上記①の期間に行われた投資

に対して特例が適用

＊ 旧緊急時避難準備区域は、企業立地促進計画の提出日

＊ 旧緊急時避難準備区域は、企業立地促進計画の提出日

①

↓
② ５ 年 間雇 用

認 定

① ＋ ②

認 定
投 資

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

認 定

※ ただし、旧緊急時避難準備区域に

事業所が所在していた法人・個人事業者

は、C「投資準備」制度の対象とならない

（注１） 旧緊急時避難準備区域で事業を実施する場合の各種手続き期限 ・・・ Ａ「H26.9.29まで」、Ｂ「H29.3.30まで」、Ｃ「H28.5.6まで」、Ｄ「H28.6.9まで」、Ｅ「H30.6.9まで」
（注２） 特に認定については、事業実施場所の避難指示の状況や市町村の復興計画の内容を踏まえ、推進されるべき事業かどうか判断の上、行うものとする。
（注３） Ｅ 「投資」で、準備金積立後、解除から５年を経過した場合、①合計１，０００万円超のもの、②機械装置の合計が１００万円超のもののいずれかに該当する場合に限り特別償却可能。

※避難指示解除前も申請可能

① 確認は、事業実施場所の

避難指示解除日から５年以内に

もらうこと

② 上記①の期間に行われた投資

に対して特例が適用

３
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